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答 申 第１０５号 

                         平成１４年１２月２０日  

 

 

千葉県企業庁長  松 戸 和 雄  様 

 

 

                      千 葉 県 情 報 公 開 審 査 会 

                       委員長  古 幡   浩  

 

 

   異議申立てに対する決定について（答 申） 

 平成１１年３月１日付け企ニ用第１２３号による下記の諮問について，別紙のと

おり 答申します。 

記 

 平成１１年２月１０日付けで異議申立人から提起された，平成１１年２月４日付

け企ニ用第１２３号で行った公文書非公開決定に係る異議申立てに対する決定につ

いて 
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諮問第１４７号 

 

答   申 

 

１ 審査会の結論 

千葉県企業庁長は，本件異議申立ての対象となった公文書の非公開とした部分

のうち，別表に掲げる部分については，公開しないことができるものであるが，

その余の部分については，公開すべきである。 

 

２ 異議申立人の主張要旨 

(1) 異議申立ての趣旨 

異議申立ての趣旨は，千葉県企業庁長（以下「実施機関」という。）が平成

１１年２月４日付け企ニ用第１２３号で行った「土地売買契約書（千葉県印西

市○○字○○○○番及び○○番に関する平成１０年４月１日付け契約書９

件）」（以下「本件文書」という。）の公文書非公開決定の取消しを求めると

いうものである。 

(2) 異議申立ての理由 

異議申立人が，異議申立書で主張している異議申立ての理由は，概ね次のと

おりである。 

ア 公文書公開の原則 

(ｱ) すべての公文書は千葉県民のものであるから，原則的にすべて公開され

る。 

(ｲ) 本件土地の買受けは，税金で支払われたものであるから公開される。 

(ｳ) 公務員が公務で行う土地買収は，ポケットマネーではなく税金を使うわ

けで，例え相手方が識別されても，個人情報ではない。また，もし公開し

て，県政に支障があるとすれば，用地買収自体が違法である。 

イ 本件用地買収については，千葉県自身が原告となって提起された民事訴訟

において，千葉県自身が主張している事実である。裁判は公開されているか

ら，裁判資料（主張と証拠）は個人情報ではない。もし，公開されないとす

れば，裁判自体が成り立たないことになり，提訴自体が違法である。（事件
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の表示 東京地方裁判所平成１０年（ワ）第１４４００号事件 原告千葉

県） 

 

３ 実施機関の説明要旨 

実施機関の説明は，概ね次のとおりである。 

(1) 非公開決定とした理由 

ア 旧条例第１１条第２号本文該当性について 

本件文書は，当該土地所有者である個人と千葉県が締結した土地売買契約

書であることから個人の情報であり，県が買い受けた土地の所在，地目，面

積，売買代金及び支払い時期に関する情報，物件の引渡し時期，印影が記載

されている。また，売主の住所，氏名，印影等は，特定個人が明らかに識別

される情報である。 

イ 旧条例第１１条第２号ただし書該当性について 

本件文書は，未登記所有権者との土地売買に関する情報であり，土地登記

簿に記載されないことから，何人でも閲覧することができる情報ではない。

また，実施機関が作成し，又は収受した情報で，公表を目的としているもの

でもない。さらに，法令等に基づく許可・免許・届出等の際に実施機関が作

成し，又は収受した情報で，公開することが公益上必要であると認められる

ものでもない。したがって，本件文書は，本号ただし書イ，ロ及びハのいず

れにも該当しないと判断する。 

(2) 本件文書は，東京地方裁判所平成１０年（ワ）第１４４００号土地持分登

記抹消登記手続請求事件に係る土地売買契約書であり，本裁判の被告訴訟代理

人である異議申立人が，当該文書の公開を請求しているので，例え個人名等を

部分的に非公開にしても訴訟関係資料との突合により特定個人が識別され，又

は識別され得るものに該当する。 

 

以上のことから，本件文書は，千葉県情報公開条例（平成１２年千葉県条例

第６５号）による廃止前の千葉県公文書公開条例（昭和６３年千葉県条例第３

号。以下「旧条例」という。）第１１条第２号に規定する個人に関する情報で

あって特定個人が識別され，又は識別され得るものに該当する。 
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４ 審査会の判断 

  当審査会は，異議申立人の主張及び実施機関の説明並びに本件文書を審査した

結果，以下のように判断する。 

(1) 本件文書について 

   本件文書は，印西市○○字○○○○番及び○○番の土地（以下「本件土地」

という。）について，登記名義人ではないが，実質的な所有者である個人（以

下「本件売主」という。）から千葉県が取得するために締結した土地売買契約

書であり，本件文書に記録されている情報は， 

ア 契約者名 

イ 売買物件 

ウ 売買代金等 

エ 所有権等の移転 

オ 物件の引渡し時期 

カ 登記 

キ 権利の抹消 

ク 本件売主の住所 

ケ 氏名 

コ 印鑑の印影 

サ 本件土地の所在 

シ 地目 

ス 面積 

等から構成されている。 

なお，実施機関は，本件文書には，旧条例第１１条第２号に該当する情報が

記録されているとして，本件文書の全部を非公開としている。 

(2) 旧条例第１１条第２号該当性について 

ア  本号本文該当性について 

異議申立人は，すべての公文書は千葉県民のものであり，そのうえ，本件

土地の用地買収は，税金で賄われたものであるから，例え相手方が識別され

ても個人情報には該当しない旨主張する。 
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確かに，本件土地の売買は，公の行為についてのものであり，公金を使っ

て買収したものである。しかしながら，本号でいう「個人に関する情報」と

は，公私いずれの情報であるかなどの区別はしていないものであるので，こ

の点について異議申立人の主張には理由がない。 

また，異議申立人は，本件土地の用地買収については，千葉県自身が原告

となって提起された民事訴訟において，千葉県自身が主張している事実であ

るとともに，裁判は公開されているから，裁判資料（主張と証拠）は個人情

報には該当しない旨主張する。 

しかしながら，実施機関は，本件異議申立てとは別に民事訴訟において，

本件文書を裁判所に対し書証として提出してはいるが，本件文書に係る情報

を実施機関が争訟において披れきせざるを得ない状況は，自己の法益を保護

する便法であるから，これをもって個人情報の公表とは言えず，また，憲法

第８２条第１項により，裁判の対審及び判決は公開で行うものとされている，

いわゆる，裁判の原則公開が規定されているからと言って，本件文書に記録

されている情報が，即ち個人情報には該当しないとの異義申立人の主張には

理由がない。 

なお，これを本件異議申立てについてみると，本件文書に記録された情報

のうち，本件文書の１頁１行目，同２行目から３行目のうち契約者名を除い

た部分，同４行目及び売買物件の条項に記録された情報は，本件文書の趣旨

が土地の売買契約等であることを単に明記し，かつ，実施機関が千葉県土木

部等用地事務取扱規程（昭和４４年４月１０日訓令第４号）第２１条第２項

（以下「規程」という。）に基づく土地売買契約書を参照したものにすぎな

いから，本号本文には該当しない。ただし，契約者名は，個人に関する情報

であって特定個人が識別され，又は識別され得るものに該当する。 

次に，売買代金等の条項に記録された情報は，個人の財産状況に関する情

報であるから，個人に関する情報であると認められる。所有権等の移転の条

項に記録された情報は，本件土地の売買契約に伴い生じる権利移動及びこれ

に付随する手続であり，実施機関が規程に基づく土地売買契約書を参照した

ものであって，かつ，一般的な民法上の契約内容に過ぎないから，本号本文

に該当しない。物件の引渡し時期の条項に記録された情報は，個人の財産状
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況に関する情報であるから，個人に関する情報であると認められる。登記及

び権利の抹消の条項に記録された情報は，本件土地の売買契約に伴い生じる

権利移動及びこれに付随する手続であり，実施機関が規程に基づく土地売買

契約書を参照したものであって，かつ，一般的な民法上の契約内容に過ぎな

いから，本号本文に該当しない。 

さらに，本件文書２頁の１行目から同４行目に記録された情報は，本件土

地の売買契約に伴い生じた約定であり，一般的な民法上の契約内容に過ぎな

いから，本号本文には該当しない。同６行目４文字目から６７文字目まで及

び同９行目４文字目から２８文字目までに記録された情報は，個人の財産状

況に関する情報であるから，個人に関する情報であると認められ，その余は

本号本文には該当しない。同１０行目から同２０行目に記録された情報は，

契約に係る一般的な民法上の約定に過ぎないから，本号本文には該当しない。

同２１行目に記録された情報は，個人の財産状況に関する情報であるから，

個人に関する情報であると認められる。本件売主の住所，氏名及び印鑑の印

影は，個人に関する情報であって特定個人が識別され，又は識別され得るも

のに該当する。また，本件文書２頁の２４行目から同２６行目に記録された

情報は，実施機関の所在，名称及び印鑑の印影であるから，本号本文には該

当しない。本件土地の所在，面積及びこれらが記録されている本件文書に記

録された情報は，本件土地の状況を示すものであるから，個人の財産状況に

関する情報であり，かつ，個人に関する情報であって特定個人が識別され，

又は識別され得るものに該当する。ただし，地目については，個人の財産状

況に関する情報とは認められないから，本号本文には該当しない。 

イ 本号ただし書該当性について 

前記アで本号本文に該当するとした情報が，本号ただし書に該当するか否

かについて検討すると，ただし書ロ及びハに該当しないことは明らかである

ので，以下ただし書イの該当性について検討する。 

本件請求は，「千葉県が平成１０年４月１日に千葉県印西市○○字○○○

○番及び○○番の土地を購入した契約書」という本件土地を特定したもので

あり，このことから土地登記簿謄本により容易に登記簿記載の情報を取得す

ることができると解されるところ，本件売主は，前記(1)のとおり，登記名
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義人ではなく，また，登記名義人の相続人でもない実質的な所有者である個

人であって，未登記の所有権者の地位にある者であることから，土地登記簿

に記載され，本件土地の所在地を管轄する法務局で誰でも閲覧することがで

きる情報には当たらない。 

したがって，契約者名，本件売主の住所及び氏名は，本号ただし書イには

該当しない。また，本件売主の印鑑の印影は，本号ただし書イには該当しな

い。 

本件土地の所在，面積及びこれらが記録されている本件文書に記載された

情報のうち，土地登記簿謄本に記載されている本件土地の所在，公簿面積に

ついては，本件土地の所在地を管轄する法務局で誰でも閲覧することができ

る情報であるから本号ただし書イに該当する。 

ウ 部分公開について 

実施機関は，部分公開をすることが適当でない旨主張するので検討する。 

旧条例第１２条は，公開しようとする公文書に，旧条例第１１条各号のい

ずれかに該当する情報とそれ以外の情報とが併せて記録されている場合にお

いて，同条の規定により公開しないことができる情報に係る部分とそれ以外

の部分とを容易に，かつ，当該公文書の公開を受けようとする趣旨を損なわ

ない程度に分離できるときは，当該公開しないことができる情報に係る部分

を除いて当該公文書を公開しなければならない旨規定している。 

本件文書には，前記(2)アで述べたとおり，旧条例第１１条第２号に該当す

る情報とそれ以外の情報が記録されているところ，旧条例第１１条第２号に

該当する部分を除いて公開したとしても，本件文書の構成及び内容からして，

容易に，かつ，本件文書の公開を受けようとする趣旨を損なわない程度に分

離できる場合に該当すると判断する。 

(3) 結 論 

以上のとおり，本件文書に記録されている情報のうち，別表に掲げるもの

は，旧条例第１１条第２号に該当し公開しないことができるものであるが，そ

の余の部分については，公開すべきである。 

 

５ 審査会の処理経過 
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  当審査会の処理経過は，別紙のとおりである。 

 

別表 

 

 

非公開とすべき部分 

 

  

項   目 

 

 

非 公 開 部 分 

１．契約者名 １頁目の２行目のうち，契約者の氏名に係る部分 

２．売買代金及

び支払い時期 

１頁目の９行目４文字目から同３０文字目まで，１０行

目２文字目から同３３文字目，１１行目から１４行目まで

全部，１５行目２文字目から同３４文字目まで。 

３．物件の引渡

し時期 

１頁目の２０行目の日付の部分 

４．費用負担に

関する条項 

２頁目の６行目４文字目から６７文字目まで，同９行目

４文字目から２８文字目まで。 

５．契約年月日 契約年月日の日付 

 

 

 

 

 

土

地

売

買

契

約

書 

６．本件売主の

住所，氏名及

び印鑑の印影 

本件売主の住所，氏名及び印鑑の印影 

 

土

地

目

録 

土 地 の 所 在

（ 市 町 村 ， 大

字 ， 字 ， 地

番），地目，面

積，売買代金及

び備考欄 

土地目録のうち，面積欄の実測面積の数値（計欄の数値

を含む。），売買代金欄の金額（計欄の金額を含む。）及

び備考欄の部分 
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別紙 

審 査 会 の 処 理 経 過 

 

 

 年  月  日  

 

 

処  理  内  容 

 

 

 １１． ３． １ 

 

 

諮問書の受理 

 

 

 １１． ３．２９ 

 

 

実施機関の理由説明書の受理 

 

 

 １２． ４．２１ 

 

 

審議 

 

 

 １４．１２． ３ 

 

 

審議 

 

 

 

 

参 考 

 

千 葉 県 情 報 公 開 審 査 会 第 ２ 部 会 委 員  

氏  名  

 

 現     職   

 

備  考  

 

岩 間 昭 道 

 

千葉大学教授  

 

 

 

佐 野 善 房  

 

弁護士  

 

 

 

福 武 公 子 

 

弁護士  

 

 

 

古 幡   浩  

 

城西国際大学講師  

 

部会長  

 

    （ 五 十 音 順 ： 平 成 １ ４ 年 １２ 月 ３ 日 現 在 ）  


